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I.調査概要 
１．要請の背景・経緯 
 ラオス国は 1986 年以降、市場経済体制への転換を図っており、かかる経済諸改革
への取り組みを進めている。また、同国は国境橋や東西回廊道路、南北縦貫道路の
修復整備を進めており、今後国内及び近隣諸国間の活発な市場形成、経済交流を目
指しているところである。 
 こうした状況の中、同国は貿易や投資の促進、雇用の増大、地域経済の活性化を
目的とした国境地域における経済特別区（Special Economic Zone; 以下 SEZ とい
う）の設置計画を掲げ、我が国に対して同計画策定に関する開発調査を要請してき
た。 
 調査モデルサイトとなるサバナケット地域周辺は現在日本等の協力により整備が
進められている東西回廊道路、及びメコン架橋付近に位置し、新たな経済開発の可
能性をもつとともに、周辺地域経済開発の中核地として重要性の高い地域である。
また、同地域では JICA、その他ドナーの各種の関連プロジェクトが実施されており、
係るプロジェクトと連携・補完することで、同地域に対する協力が全体として調和
を持ち、効果的に行われることが期待されている。 
 
２．予備調査目的・結果概要 
本予備調査はラオスより要請された国境経済特別区開発計画調査の要請内容、及
びモデル地域となるサバナケット地域の産業、貿易・投資の現状を確認し、本格調
査の実施方針をラオス側と協議することを目的として実施され、調査団は２月２１
日～３月２３日までラオス国を訪問した。 

調査においては、ラオス国国家計画委員会及びサバナケット県政府を中心とする
関係機関を訪問し、本件要請背景を確認すると共に、本格調査実施に係る協議を行
った。その結果、ラオス側と本件調査の内容、実施方法等について合意に達し、実
施細則の署名・交換を行った。 
 
３．調査期間・日程 

日程 行程 

２月２１日（月） 先発団員出発 

２月２２日（火） タイでの情報収集（JICA、JETRO、JAIC） 

２月２３日（水） ラオス着 JICA事務所訪問、日本大使館 

２月２４日（木） 関係省庁・機関訪問 

２月２５日（金） 関係省庁・機関訪問 

２月２６日（土） 資料整理 
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２月２７日（日） 資料整理 

２月２８日（月） 関係省庁・機関訪問 

２月２９日（火） 関係省庁・機関訪問 

３月１日（水） 業界団体、企業訪問 

３月２日（木） 業界団体、企業訪問 

３月３日（金） 業界団体、企業訪問 

３月４日（土） サバナケットへ移動 

３月５日（日） 資料整理 

３月６日（月） サバナケット関係公機関訪問（県政府、業界団体等） 

３月７日（火） サバナケット関係機関訪問（県政府、業界団体等） 

３月８日（水） サバナケット現地踏査（現地企業） 

３月９日（木） サバナケット現地踏査（現地企業） 

３月１０日（金） サバナケット現地踏査（現地企業） 

３月１１日（土） ビエンチャンへ移動（細矢顧問 Phnom Penh→Bangkok） 

３月１２日（日） （細矢顧問 Bangkok → Vientiane）団内打ち合わせ 

３月１３日（月） 肥料工場、UNDP訪問（渡邊団長、三木団員、斉藤団員出発） 

３月１４日（火） 日本大使館、JICA事務所、外国投資委員会 

３月１５日（水） 協力投資委員会、工業・手工業省 

３月１６日（木） 建設・通信・郵政省、商務・観光省、国家計画委員会 

３月１７日（金） サバナケット県政府との協議、現地踏査 

３月１８日（土） ビエンチャンへ移動 

３月１９日（日） 団内打ち合わせ 

３月２０日（月） 実施細則協議(国家計画委員会、ステアリング・コミッティ) 

３月２１日（火） S/W、M/M署名、JICA事務所報告（荒谷、吉崎団員帰国） 

３月２２日（水） （他団員）バンコクへ移動、JICAタイ事務所報告 

３月２３日（木） 帰国 

 
 
４．調査団員構成 
(1) 顧問   細矢 佑二 通商産業省技術協力課 

      人材養成企画官 

 

(2) 団長   渡邊 泰介 JICA鉱工業開発調査部 

工業開発調査課課長代理 
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(3) 地域工業開発   三木 常靖 JICA国際協力専門員 

 

(4) 工業開発・立地政策 荒谷 秀明 日本アジア投資株式会社 

 

(5) 貿易・投資   吉崎 聡 大日本コンサルタント株式会社 

 

(6) 調査企画    斉藤 幹也 JICA鉱工業開発調査部 

工業開発調査課 

 
５．主要面談者 
国家計画委員会 
Dr. Souphanh Keomixary Director General, 
  National Economic Research Institute 
Mr. Somdy Douangdy  Director General, Department of Planning 
Dr. Khamlien Pholsena Deputy Director General, Department of Planning 
Mr. Samaychanh Boupha Deputy Director, National Statistical Center 
 
サバナケット県政府 
Mr. Soukaseum Bodhisane, Vice Governer, Savannakhet Province 
Mr. Phouthakayalath Thonekeo, Dep.of Industry and Handicraft 
Mr. Sythonh Nantharath, Dep. of Planning and Cooperation 
Mr. Pholithat Thykhammy, Dep. of Commerce 
Mr. Bouakham Sisoulath, Coodinator, Foreign Affairs Office 
Mr. Bounphakhom Somphone,  
  President of Chamber of Commerce and Industry 
 
商業・観光省 
Mr. Phonesana Insisiengmay Official, Foreign Trade Department 
 
工業・手工芸省 
Mr. Chatturong Nakhavith, Director General 
Mr. Senekham Vongvoralath Deputy Director General, Department of Industry 
Ms. Viengkham Vongdeuane, Chief of Statistics 
 
 
外務省 
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Mr. Meckham Deputy Director of Division 
 
首相府協力投資委員会 
Mrs. Khempheng Pholsena, Vice Minister 
Mr. Latsamy Keomany Director, Bilateral Division, 
  Office of International Cooperation 
Dr. Viravanh Khamtanh Director, Investment Promotion Division, FIMC 
 
大蔵省 
Mr. Vongchanh Head of AFTA Sub-Division, Customs Department 
Mr. Chantha Phounsavath Local Budget Department 
 
通信・運輸・郵政・建設省（国境橋・東西回廊プロジェクト事務局） 
Mr. Phetsamone, Project Director 
 
日本大使館 
長野一等書記官 
 
JICAラオス事務所 
青木眞 所長 
宮田信昭 次長 
熊谷信広 所員 
正木幹生 企画調整員
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II.調査結果 
１．実施細則に関する合意 
調査団より本件調査の実施細則案を国家計画委員会及び関係機関に説明し、調査
目的、内容等に関するラオス側との協議を行った。その結果、調査団の提示した下
表の内容について合意に達し、実施細則（別添参照）への署名及び交換を行った。 

 

調査名 ラオス国 国境(サバナケット地域)経済特別区開発計画 

目的 本調査はラオス国サバナケット国境地域における SEZ 開発計画を策定することを目的
とする。開発計画は以下を含むものとする。 

 (1) SEZ開発のコンセプト 

(2) SEZ開発に係る組織、法制度の整備強化計画 

(3) SEZ基本設計 

調査対象

地域 

サバナケット地域及びビエンチャン 

周辺国（タイ、ヴィエトナム） 

受入機関 国家計画委員会(SPC)、サバナケット県政府 

調査期間 ２０００年７月 ２００１年２月(８ヶ月間) 

調査活動 （１）サバナケット地域における SEZ設置による経済・工業開発の可能性・方向性分析 
１）国家及び調査対象地域の経済・工業開発計画のレビュー 
２）サバナケット地域関連プロジェクトの状況、計画整理 
３）調査対象地域(周辺国国境地域を含む)の経済・工業（投資、貿易、市場、物流）のポ
テンシャル分析 
４）現地踏査による立地環境分析（立地、インフラ、人材、賃金、文化等） 
５）タイ、ヴィエトナム、日本等からの投資需要調査 

 （２）SEZ開発コンセプトの策定 
１）他国の SEZ開発事例の整理、比較 
２）サバナケット地域 SEZ開発基本方針(目的、目標年、裨益ターゲット等)の策定 
３）基本方針に基づく SEZの定義、機能の検討 
４）投資誘致比較優位産業の選択 

５）SEZ開発規模、候補地の検討 

 （３）SEZ開発計画（組織・制度分野）の策定 
１）SEZ開発関係行政組織体制の調査 

２）SEZ開発政策、法制度の分析及び提言 

３）SEZ開発・運営に係る組織・制度の整備・強化計画の策定 

 （４）SEZ開発計画（基本設計分野）の策定 

１） レイアウト、土地利用計画の検討 

２） 内部インフラストラクチュア、オンストラクチュアの検討 

３） SEZ開発にかかる基本コスト概算 
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２．調査内容の詳細に係る協議 
（１）SEZ(経済特別区)のタイプ、コンセプト（SEZ開発の基本認識聴取） 
 本調査では、東西回廊道路、国境橋等の整備により、周辺国との経済交流の活発
化が期待されるサバナケット地域において、かかる環境を有効に活用し、地域の経
済・工業振興をにらんだ経済特別区開発計画を策定するものである。 
 SEZの機能・役割等については本格調査の中で分析・提言することとなるが、本
調査の実施にあたり、ラオス側で想定されている SEZの基本的な認識があるか、
事前に聴取した。これに対して、関係各機関より輸出指向産業の振興を目指した輸
出加工区、外国投資産業の誘致を目的とする産業開発区、物流拠点としてのドラ
イ・ポート等の可能性についての意見が拠出されたが、明確な基本構想はラオス側
で定まっておらず、日本の調査によって提言して欲しいとの希望であった。 
 本件についてはラオス国及びサバナケット地域の調査・分析を通して、適切な
SEZの役割・機能を調査の中で検討・提案し、ラオス側との協議を踏まえて開発す
べき SEZのタイプ、コンセプトを決定することとした。 
 
（２）SEZ開発サイト 
 本調査の対象地域であるサバナケット県では SEZ開発に関連する以下の計画が
検討されており、同計画の本件調査の中での位置づけをラオス側と協議した。 
○Xaybuli地区の工業団地計画1（工業・手工芸省） 
○Densavanh地区の自由貿易区計画2（商業・観光省） 
○Xeno地区の物流センター計画3 
 ラオス側の説明によると、上記計画はそれぞれ個別に検討されてきたという経緯
があり、いずれもアイデアレベルの段階にあることから、日本の調査によって全体
としての調整・整理を行い、SEZのコンセプトと併せ、適切なサイトを提言して欲
しいとの希望であった。 
 これを受け、本調査ではかかる３地区の計画を SEZ 開発計画の有力候補の一つ
として総合的な観点からレビューし、実現性、有効性の高い計画、地区をオプショ
ン及び開発フェーズを示しながら提案、ラオス側が主体となって具体的な開発計画
を策定するためのサイトを決定することとし、両者で合意した。 
 
（３）研修・人材育成について 
 ラオス側より行政機関の SEZ開発・運営能力を高めるために研修・人材育成の
観点を含みつつ調査を行うよう希望された。係る点については本格調査団によるワ

                                            
1 800haの用地取得に関する知事の承認はおりたものの、開発計画、その他詳細事項は未決定。 
2基本計画は検討されているものの、アイデア段階。 
3 中央銀行総裁が基本的なアイデアを提唱したもの。（以上詳細は III章参照。） 
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ークショップの開催、人材育成計画への提言等による協力が可能であることを説明
しつつも、SEZのコンセプトが定まっていない現時点においては、対象者及び内容
等を詳細を定めることは困難であり、本件については本格調査開始後、検討するこ
ととした。 
 また、本邦でのカウンターパート研修については１名の枠を予定していることを
伝えた。 
 
（４）JICA他プロジェクトとの関連説明 
 本件調査に関連する JICAプロジェクトとして、「サバナケット・カモアン地域
総合開発計画調査」及び「経済政策支援」が開始され、本調査の内容と関連した協
力が行われる予定である。本件についてラオス側で混乱を招くことがないよう、関
連する JICAプロジェクトの内容、及び本件調査との連携の必要性を説明し、理解
を得た。 
 
３．調査実施体制 
（１）カウンターパート、ステアリング・コミッティ 
 本調査においては、SPC, NERI（経済研究所）及びサバナケット県政府がカウン
ターパート機関としての役割を担うことで合意し、両機関に対して本調査へカウン
ターパート職員を配置することを依頼し、合意を得た。（「サバナケット・カモア
ン地域総合開発計画調査」及び「経済政策支援」と同じカウンターパート機関） 
 また、本調査では SEZの開発・運営に係る法制度、貿易・投資、産業振興等に
係る種々の調査・分析が必要であることから、これらに関連する省庁が広く参画す
るステアリング・コミッティを構成することを日本側より提案し、SPCをチェアと
したステアリング・コミッティの構成メンバーにつき、両者で合意した。 
 
（２）オフィス・スペース 
 オフィス・スペースについては、SPCが施設内に場所を確保することを約束した
が、サバナケット・カモアン地域総合開発計画調査と派遣時期が重なった場合、十
分なスペース及び FAX等の備品を提供できない可能性がある旨述べられた。これ
に対しては、本格調査団が外部にスペースを確保する等、状況に合わせて柔軟に対
応することとした。 
 
４．本格調査実施における留意事項 
（１）SEZ開発におけるラオス側の基本状況 
 SEZ開発に際して、ラオス側は、外国投資への期待が大きい。ラオスへの外国投
資は、タイが最大の投資国となっており、タイ企業（タイに進出した先進国企業の
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場合を含む）による投資可能性を特に調査する必要がある。一方、外国投資のポテ
ンシャルについては、政治的リスクは小さいものの、労働人口が少ないこと、それ
ほど低くない賃金レベル、インフラを考慮すれば、投資の急激な増加は期待しにく
い。 
 ラオス国内産業の振興については、繊維、石膏の利用、農林産加工等が有望と県
政府では説明があった。国内企業は規模が小さいと考えられ（30 人以上の雇用の
ある登録企業は 95 年で 444 社で、平均 45 人を雇用）、投資ポテンシャルは限ら
れる。 
 輸出志向型産業の立地を考える場合には、組立加工型産業の原材料・中間財の国
内生産が望めないことから、国内産業とのリンケージは限定される。 
 なお、工業、地場産業の振興については、地域総合開発調査で調査が行われる予
定であり、調査結果の、提言等の相互の活用、調整が必要である。 
 
（２）物流について 
 タイーヴィエトナム間の物流にラオスがどのように関わっていけるかが問題と
なる。通過交通路だけにならず、物流関連産業による便益を高めていく方策を検討
することがポイントとなる。なお、ヴィエンチャンーサバナケット間の国道の交通
量から見て、同区間の貨物輸送は小さいと考えられ、国内物流にはあまり期待でき
ない。なお、サバナケット県内の交通アクセス（運輸）についても、地域総合開発
調査で調査が行われる予定である。 
 
（３）政府の capacity 
 行政の縦割体制、情報の曖昧さ、限られたスタッフ数、ローカルコスト負担能力
をはじめ、政府の capacityが限られていることから、これを踏まえた SEZの組織
体制を考える必要がある。また、ラオス側からは、前述のとおり調査の中で training
を行うよう要望がなされている。 
 
（４）他の事業との連携 
 次の事業・活動との連携を図っていくものとする。 
・「サバナケット・カモアン地域総合開発計画調査」（共通チーム、ラオスチーム、
タイチームで構成し、3月末より第１次現地調査） 
・「経済政策支援」（4月 1日より事前調査） 
・JICA東西回廊物流専門家派遣（3月末より短期専門家派遣） 
・ADB東西回廊プロジェクト 
・AMMEIC東西回廊WG 
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（５）その他 
○受入体制 
 本調査の受入機関となる SPC, NERIは少人数の職員体制で複数のプロジェクト
を受け入れており、カウンターパートの配置、各種便宜を依頼する上で、大きな負
担がかかるものと思料される。また、SEZ開発に係る知識・経験も少ないことから、
本調査においては、このような NERIの実状に留意しつつ、適宜ステアリング・コ
ミッティ・メンバーとなる他関係機関を活用して調査を進めていく必要がある。 
 また、調査においては SEZ開発地となるサバナケット県政府の意向が重要であ
り、中央におけるステアリング・コミッティのみならず、県政府内の関係者の意見
を調査に反映し、その結果を適宜中央政府へ伝えていくことが必要である。 
 
○ラオス側の主体性 
 ラオス側の本調査に対する期待は極めて高いものの、SEZ開発の目的、開発の方
向性に関して必ずしも明確なビジョンを持ち合わせていないところがあり、多くの
点で日本側の提案に期待している状況である。本格調査においては係る点に留意し、
可能な限りラオス側から主体的な意見を引き出し、それを調査結果に反映できるよ
う、ステアリング・コミッティの活用、ワークショップ開催等、調査の方法、進め
方を工夫することが重要である。 
 
５．今後の予定 
本予備調査の結果を踏まえ、本格調査実施の手続きを進め、次のスケジュールで
本格調査団を派遣予定である。 

2000年 7月上旬 7月中旬：国内準備作業 
2000年 7月中旬 8月中旬：第１次現地調査 
2000年 8月下旬 9月下旬：第１次国内作業 
2000年 10月上旬 11月中旬：第２次現地調査 
2000年 11月中旬 12月下旬：第２次国内作業 
2001年 1月中旬 1月下旬：第３次現地調査 
2001年 1月下旬 2月上旬：第３次国内作業 
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III. ラオス国／サバナケット地域の関連政策・計画 
１．ＳＥＺ開発関連政策 
（１）産業振興・工業開発計画 
ラオスには特定産業の開発計画はなく、1995 年にラオス人民民主主義共和国民会
議において承認された５ヶ年計画「１９９６－２０００年の社会・経済開発計画」
があるのみである。その中の数値目標、開発戦略は以下の通りである。 
 
（数値目標） 
GDP成長率：８～8.5% （農業５％、工業 13～14%、サービス業１０～１１％） 
ＧＤＰ産業別構成比率：（農業 48%、工業 22%、サービス業 27%） 
インフレ率：年率１０％ 
一人当たりＧＤＰ：年５～６％ （2000年には US$５００） 
 
（開発戦略） 
・市場経済化の推進 
・農業、工業、サービス業全般における経済発展 
・地域経済構造の改善と発展 
・農村開発 
・経済協力の拡充と外国投資の促進 

 
 また、分野別目標で見た場合、以下の分野が優先される。 
人材育成、農村開発、食糧増産、商品生産、焼畑農業の抑制、外国経済との関係拡
大、インフラ整備、サービス部門の拡大。因みに 1994 年から 1998 年までの経済
指標は次表の通りであるが、計画を大きく下回っている状況である。 
 
 ラオスの基幹産業は農業でありＧＤＰの約６０％、就業人口の約８０％を占める。
昨今のインフレの主因はコメの供給不足が原因となっているといわれており、政府
は食料の自給を目指し農業振興に力を入れている。また、ラオスは人口が約５５０
万人と市場としては小さく、さらに内陸国ということもあり輸出産業にとって輸送
費が割高となり、工業開発にとってのネックとなっている。さらに、質、量ともに
人材が不足しており、人材育成はラオスの工業開発にとって緊急課題となっている。
したがって、政府としても具体的振興計画を打ち出せないでいるのが現状である。 
 
（２）投資促進計画 
 1988 年に外国投資法が成立し、初めてラオス国内における１００％外資の営利
法人設立が認められた。1994 年には新外資法である「外国投資の促進と管理に関
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する法律」が公布された。新外資法では、投資分野の原則自由化や投資手続の簡素
化が盛り込まれた。また、国家計画協力委員会（ＣＰＣ）の中に、外国投資受入の
ための機関として外国投資管理委員会（ＦＩＭＣ）が組織され、投資促進、投資案
件の選別、関係各署との交渉、投資認可、モニタリング、各種投資インセンティブ
の付与を行っている。 
 
 ＦＩＭＣ作成の「Policy Guideline」によれば、特に歓迎業種は設定されておら
ず輸出促進、外貨獲得、人材活用、資源利用、技術移転につながる分野であれば全
て歓迎されている。（但し、環境破壊につながるものは不可。）可能性のある分野
としては、鉱業関連（金、錫、鉛、亜鉛、サファイア、石炭、鉄、石灰石、石膏等）、
豊富で低廉な電力（水力発電）を利用するもの、肥沃な土地を利用した農産物関連、
木材加工関連、小規模観光業、低廉な労働力を利用した軽工業（輸出向け繊維、縫
製、ハンディクラフト等、国内向け二輪関連、消費関連）等があげられている。 
 
 外国投資家は、投資規模やその投資がもたらす社会・経済的利益の大きさに応じ、
法人税や輸入関税の免除など投資インセンティブの適用を受けることが出来る。そ
の外、特定のインフラ開発プロジェクトに対しては、さらに魅力的なインセンティ
ブが与えられる。さらに、1996 年より地方の開発、新興のため通常２０％の法人
税率を農村部では１５％、僻地／山岳地では１０％の特別税率が適用されるように
なっている。 
 
 外国投資促進管理法に規定された投資インセンティブは以下の通り。 
 

タックスホリデー プロジェクトに応じて 2～4
年 

法人税 ２０％ 
輸出向け製品の製造に関わる設
備、原材料の輸入関税 

免除 

外国企業に事業に関わる設備、原
材料の輸入関税 

１％ 

完成品の輸出税 免除 
外国人の特別個人所得税 １０％ 
外国人の雇用 自由 
利益、資本の国外送金 自由 

 
（３）貿易振興計画 
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 ラオスの貿易構造の特徴は大幅な輸入超過で、慢性的な貿易赤字構造にある。
（下表参照）1997 年の輸入額は輸出額の 2 倍以上となっており、将来的にアセア
ン自由貿易地域（ＡＦＴＡ）に基づく関税引き下げが実施された場合、より一層の
輸入増が予想されることから、ラオスにとっていかに輸出商品の開発し貿易不均衡
を是正するかが課題となっている。森林資源が豊富なことから、原木、材木、その
他木製品の輸出額は大きいが資源保護の観点からこれ以上の拡大は期待できない
であろう。 
 
（単位：$mil） 
 1993 1994 1995 1996 1997 
輸出（FOB） ２４８ ３０５ ３１１ ３２３ ３１７ 
輸入(CIF) －４３２ －５６４ －５８９ －６９０ －６４８ 
貿易収支 －１８４ －２５９ －２７８ －３６７ －３３１ 
（出所：Bank of Lao PDR, Annual Report 1997） 
 
（４）地方開発計画 
 現状ラオスには具体的地域をターゲットとした開発計画はない。ただし、投資イ
ンセンティブにもあるように、農村、僻地/山岳に外資が進出する場合には優遇税制
が適用される。また、道路、国際橋、水資源開発、鉄道網、航空路網等のインフラ
に関しては外国の支援を受けながら開発が進められつつある。（添付計画図参照） 
 
 一方、サバナケット県で出されている Xaybuliの工業団地や Densavanhの自由
貿易区のアイデアに関して、中央政府は前向きに協力していく体制である。 
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２．ラオス国のＳＥＺ開発に関連する行政機関 
 
 本件調査の現地側取りまとめ窓口は State Planning Committee （ＳＰＣ）の
National Economic Research Institute （NERI）となっているが、ここだけで全
てを決める権限はなく以下の機関が関わることになる。 
 

組   織 
 

部   門 役   割 

ＳＰＣ Dept of General 
Planning 

計画策定 

 National Mekong 
 Committee 

メコン川に関わる事項 
（工業用水、水力発電） 

Dept of Planning and 
Cooperation 

Savannakhet Office ＳＥＺ計画支援 

Committee for 
Investment and 
Cooperation (CIC) 

Office of Iternatinal 
Cooperation 

国際協力受入 

ＣＩＣ Foreign Investment 
Management 
Committee (FIMC) 

外国投資受入窓口、外国
投資優遇制度の作成 

ＣＩＣ Office of Domestic 
 Investment 

内国投資窓口 

Ministry of Industry 
and Handycraft 

Dept of Industry 工業手工芸開発育成 

Industry & Handicraft 
Dept 

Savannakhet Office Xaybuli開発窓口 

Ministry of Commerce 
and Tourism 

Dept of Foreign Trade 外国貿易促進 

Commerce and Tourist 
Service of Savannakhet 
Province 

Savannakhet Office Densavanh開発窓口 

Ministry of Foreign 
Affairs 

Economic Affairs Dept 周辺国等との折衝 

Ministry of Justice Dept of Legislation Law、Degree作成 
Ministry of Mekong I�nal Bridge 第 2メコン橋、東西回廊 
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Communication,  
Transport、Post & 
Construction 

 Savannakhet Project、
East-West Corridor 

Ministry of 
Communication,  
Transport、Post & 
Construction 

Savanakhet Office 道路、通信等インフラ整
備 

Savannakhet Province  ＳＥＺ開発主体 
 
フィリピンでは特別経済区庁というような独立した機関を設置して、ＳＥＺの開発、
運営にあたっている例がある。 
 
なお、政府組織図は次表の通りである。
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３．ラオス国のＳＥＺ開発に関連する法制度 
 
 現在ラオスには４３の法律がありそのほか法令がある。特に 1994年にラオス政
府は、1988 年の外国投資法に代わるものとして、新外資法である「外国投資の促
進と管理に関する法律」を公布した。それにより投資形態や外国投資家の権利・義
務、外国投資の保護などが規定されている。また、最近ではその他にも事業運営、
税制、企業破産、事業保証など外国投資家に関わる多くの法律、法令が制定されて
いる。したがって、ＳＥＺ，外国投資に関係すると思われる法律、法令は大体整備
されているようである。 
 外国投資に関わる主要な法律、法令は以下の通り。 
 
・ 新外国投資法 
・ 国内投資法 
・ 会社法 
・ 税法 
・ 労働法 
・ 外国為替管理法（Decree） 
・ 土地法 
・ Trademark （Decree） 
・ 破産法 
・ 企業会計法 
・ 工業生産法 
・ 環境保護法 
・ 電力法 
・ 道路運送法 
 
Copy Rightと Patentに関する法令はまだ制定されていない。また、将来的には
ＳＥＺ開発、運営のための法律や特別なＳＥＺ独自の優遇措置の制定も必要とな
ろう。 

 
４３の法律のリストは添付の通りである。 
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４．サバナケット地域におけるＳＥＺ開発関連計画及び立地環境 
（１）産業立地環境 
 サバナケット県はラオスで最大の人口 72万人を擁し、国道 9号線、１３号線が
交わるためタイ、ベトナムとの国境貿易、ビエンチャン等との物流が盛んな地域で
ある。 
 セクター別 GDPでは農業が約７０％、サービス業が約２０％、工業が約１０％
となっている。産業別には丸太や材木、繊維製品、石膏の輸出、木製家具、ブリッ
クの生産、ベトナム向け家電製品、二輪部品の輸出などが行われている。地域別で
は主要な企業はタイ国境側であるサバナケット近郊に立地しており、ベトナム側に
はほとんどない。 
 工業手工芸関連企業数は 1811社と最も多いが、従業員 100人以上の企業はビエ
ンチャン特別区の６０社に対しわずか１０社とほとんどが従業員 9 人以下の家内
工業的企業である。 
 また、電力はタイから、揮発油はベトナム、タイから買っている状況である。な
お、第 2メコン橋は 2003年、国道 9号線は中間の約 70ｋｍを除き 2003年に完成
する予定。 
 なお、サバナケット県の経済概況は次頁の通り。 
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（２）既存計画 
a.) Xaybuli工業団地 
 本計画はサバナケットの工業局が開発を担当している。サイトはサバナケット中
心部から４５ｋｍ、メコン川から４ｋｍの国道 9 号線沿いに立地する８００ha の
エリア。現状は山林、原野でまだ何も造成工事は始まっていない。オーストラリア
企業の進出の話があり誘致を進めていたが、企業側の問題により進出話は頓挫した
とのことである。ラオス側としては取りあえずその工場を作ってもらい、順次イン
フラを整備していこうという考えのようであった。 
 敷地内に住人はなく土地は政府が所有しており開発は容易であろうが、近隣には
村が点在しているのみで人の確保は難しそうである。他国の例では、進出企業が独
自にバスを保有し従業員の送迎を行っているが、Xaybuliに工業団地を開発する場
合、労働者の通勤の問題を解決する必要があろう。 
 インフラの整備状況としては、電力容量は不明ながら電線は計画地の直ぐ近くま
で来ていた。水は将来的にメコン川から引く予定とのこと。乾期でも水量としては
十分調達が可能であろう。また、地元の住人は井戸により地下水をくみ上げていた
が、工業用に十分かどうかは不明である。河川港はサイトから４ｋｍのところにあ
る Kengabao港が整備され、対岸の対向け、ビエンチャン向けに利用される予定で
ある。サイトから河川港や国道１３号線へでる道路は、道幅５～６メートル程度で
あり大型トレーラーがすれ違うには狭い。用途により拡幅も必要となろう。空港は
サバナケット中心部に国内線用の空港がある。ラオスは海に面していないため、空
港を国際線化することにより付加価値の高い電子部品などの業種の輸出手段とし
ての利用も考えられるであろう。 
 サイト計画図は次頁の通り。 





 23

b.)Xeno物流センター 
 
 南北の国道１３号線と東西回廊の一部である国道 9 号線の交わる Xeno 地域 
（Outhoumphone District）は、物流拠点としての可能性のある地域であり、具体
的計画はないが現地サイドでは有望視されている地域である。ロケーションはサバ
ナケットの中心部から国道 9 号線を約３０ｋｍ東に行ったところ。（次頁地図参
照） 
 Xeno は市場でありタイ、ベトナム等からの輸入製品を中心に、魚、野菜、果実
等生鮮食料品が売られている。その周囲には小規模な商店が広がっており、人が多
く集まる地域である。また、ベトナム、タイへ向かう輸送トラックが必ず通過する
交通の要衝である。 
 インフラとしては、国道 9 号線は未舗装であったり傷んでおり、ODA により補
修、整備される予定である。第 2メコン橋や国道が建設、整備されれば交通量はさ
らに増え、物流拠点として発展していく可能性を秘めている。 
 
ｃ）Densavanh自由貿易区 
 
 本件はサバナケット商業局が開発を担当している。サイトは国道９号線のベトナ
ム国境地区（サバナケット中心部から約２５０ｋｍ）で、自由貿易区を作る計画で
ある。免税店のほかに倉庫、病院、スポーツ施設、バスターミナル、軽工業向け団
地など作る予定。さらに、将来は国境から２５ｋｍのバンドン地区まで開発を進め
る計画である。 
 しかし現状は、国境検問所周辺に免税店が３店ほどあるが、視察時、開店してい
るのは 1件のみで客は全くいなかった。ゲストハウスもあるとのことであったが確
認できなかった。また、税関には原木を運ぶトラックが多数国境越えを待っている
状況であった。国境周辺はベトナム人が天秤棒を担ぎ国境越えを待っているトラッ
ク運転手への食料等の販売や、村村に行商していた。 
 現地は起伏のある山岳地帯で工業団地の開発には適していない。さらに、人口密
度は希薄であり、ほとんどが自給自足的な山岳農民であり労働力の確保も難しいと
思われる。（サバナケットの人口密度１８０人に対し、Denavanh のある Sepone 
地区はわずか 11 人）ここでなにかやるとすれば、倉庫（冷凍冷蔵）、ホテル、村
村と Densavanhを結ぶ公共交通、屋根付市場施設、病院、学校などであろう。 
 なお、現在 R9 の路面状況は大変悪く Savannaket より Densavanh まで６～7
時間を要す。精神的にも体力的にもハードなドライブである。途中 JICA による
R9補修のための大林組事務所があり、R9の補修工事は相当意義があり早期の建設
が期待される。 
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５． ＳＥＺ開発の方向性 
 
１．本格調査への提言 
a.）現地サイドからのヒアリングの結果、中国シンセン経済特別区のようなものを
具体的にイメージしているわけではなかった。したがって、本格調査では他国の
SEZのスタイルにこだわらず東西回廊をいかに有効活用し外貨獲得、節約のための
外資誘致、産業育成をしていくか検討すべきであると思われる。そのなかで、一つ
のステップとして輸出加工区、工業区、物流基地、自由貿易区等の可能性も視野に
入れるべきであろう。ある程度個別プロジェクトの開発がすすんでから、それらの
個別プロジェクトを飲み込む形でＳＥＺ構想に発展させることもできる。 
 
b.）ラオスは周囲を全て陸に囲まれ、かつメコン川も浅瀬、滝に阻まれ自前の海へ
のルートを持たない内陸国である。また、自国の人口も約６００万人と少なく輸入
代替産業が育ちにくい弱点を持っている。したがって、タイやベトナムと敵対する
のではなく相互補完的な産業、タイ、ベトナムにはない隙間的産業の強化育成を目
指すべきであろう。現在、最大の外国投資はタイからであり、今後も外資誘致の最
大のターゲットはタイとなろう。その場合、期待できる誘致企業数はそれほど多く
はないであろうから、誘致するにあたり政府の全面支援を受けながら、タイの個別
企業に的を絞った誘致活動を展開するのも一つの方法である。 
 
（２）開発コンセプト案 
 
開発コンセプトとしての調査団員のアイデアを以下にあげる。 
 
a.)Xaybuli工業団地 ／Xeno物流基地開発案 
 
現在計画のある Xaybuli工業団地案を生かし、その入居企業の物流とその他の物資
の物流基地を Xenoに開発する。 
 
・工業団地の開発においては、人の確保が問題となろう。現地は村村が点在してい
るような状況であり、Savannaket中心部から来てもらう必要があろう。 
 
・また、Xenoの物流基地の機能としてはトラックターミナル、倉庫（一般、冷凍、
冷蔵）、梱包、仕分け、通関、免税店、ホテル、レクレーション施設、銀行、市場
等が考えられる。ラオスはタイ、ベトナムの間に位置し物流に関わるサービスの提
供は不可欠である。 
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b.）Xenoに工業団地、物流基地開発案 
 
交通の便のよい Xenoに工業団地、物流基地を開発する。 
 
 
 
・この場合、工業団地の労働力の確保は容易であるが水、電力の確保の可能性を確
認する必要がある。実際、Xeno と Savannaket の間の国道沿いには工業団地では
ない一般の地域に、電気機器組立て工場、木材関連工場等が立地していた。労働力
も多く製造業には適していると思われる 
 
・物流基地に関しては a.)案と同様 
 
c.）マキラドーラ方式の採用／Xenoの物流基地開発案 
 
敢えて工業団地は作らず、メキシコのマキラドーラ方式（企業毎にインセンティブ
を与える。）を導入し、Xenoに物流基地を開発。 
 
 
・敢えて工業団地は作らず工場毎に申請し優遇措置を受けるメキシコのマキラドー
ラ方式を採用。この場合、外資はどこにでも進出でき、かつ既進出企業にも適用で
きるメリットがある。ただし、巨大なインフラ設備を必要としない組立て、縫製等
の軽工業がターゲットとなろう。（マキラドーラについては関連資料参照．） 
 
・Xenoの物流基地については a.)案と同様。 
 
d.）ベトナム側国境 Densavanh地区開発案 
 
倉庫、ホテル、ベトナム国境を挟んだ公共交通の整備、市場、銀行など貿易を中心
としたものを開発。 
 
 
・工業団地の開発の立地条件としては極めて難しいと思われる。現在、国境検問所
では多くのベトナム（またはドンハ港、ダナン港からの輸出）への原木輸送トラッ
クが通関待ちを行っている状況である。効率的な通関システムの構築や貿易関連サ
ービスの提供は必要であろう。
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IV. ラオス国／サバナケット地域の工業セクター・投資／貿易の状況 
１. 工業セクターの現状 
（１）現状分析 
① １９９８年時点で工業・手工芸省に登録されているサバナケット県の企業数
を規模別に示す。 

 
大企業 (従業員 100 人以上)         10 社 
中企業 (従業員 10 人～99 人)   41 社          大部分が小規模企大部分が小規模企大部分が小規模企大部分が小規模企業業業業 
小企業 (従業員 9人以下)         1,760 社 

       全体全体全体全体                                                                                                         1,811 1,811 1,811 1,811社社社社    
    
② セクタ－別では工業・手工芸関連企業数は 1,811 社と最も多いが、従業員     

100人以上の大企業はビエンチャン特別区の 60社に対し僅か 10社であり、   
ほとんどは従業員 9人以下の家内工業的企業である。 

 
③ 大企業 10 社の多くは外資との合弁企業である。内訳は、縫製の委託加工 5
社（国内企業 2 社、フランスとの合弁 1 社、タイとの合弁 1 社、香港との           
合弁 1社）、釘の委託生産 1社 (中国との合弁)、タバコ 1社 (中国との合弁)、
食用油 1社（タイとの合弁）、コンクリート 1社 (国内企業)、扇風機組み立
て 1 社（タイとの合弁）である。 尚、外資との合弁企業はサバナケット全
体で 22社である。 

 
④ サバナケット県の輸出は 1994年以降減少基調にある。主な原因として原木
輸出の禁止と計画伐採が影響している。他方、縫製の委託加工輸出が徐々に
伸びている。理由は外国企業勢がラオスの原産地証明書を取得し、欧米諸国
からの輸出クオ－タ－割り当てを避けるために、生産拠点の一部をラオスに
移転していることである。但し、2005 年に WTO の規定で縫製業に関する
輸出クオ－タ－制が先進国で廃止されるので、WTO 加盟を目指すラオス国
にとってその影響は大いに懸念される。 

 
（２）事業制約要因 
① 為替の下落、② 外貨交換の困難性、③ 資金調達の困難性、④ 道路事情の
悪さ、 ⑤ 外国市場への参入の困難性、⑥ 現地材料の品質不足と量不足、⑦ 国
内市場が小さいことなどが事業制約要因としてあげられる。特に、資金の手当
については 現状商業銀行からの借り入れしか方法がなく、インフレ抑制のため
の高金利政策がネックになっている。現在の商業銀行の貸し出し金利は年利
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28％であり、更に現地通貨キップの下落が続いているため、早晩 35％に跳ね上
がる予定である。従い、現状では借り入れは非常に困難でむしろ逆に預金した
ほうが良いという状況になっている。尚、借り入れて資金繰りに支障をきたさ
ない適性金利は 7～8％と推測される。 

 
２. 投資／貿易状況 
（１）投資状況 
  ①外国投資状況 

 1980 年度後半における経済改革の開始以来、外国直接投資はラオス経済
発展の上で重要な役割を果たしてきた。1988 年から 1998 年 6 月までの間
に合計 710件、総投資額では 69億ドルに上るプロジェクトが外国投資管理
委員会（FIMC）により認可されたが、そのうち約 57 億ドルが外国直接投
資によるものであった。外国企業との合弁プロジェクト数は合計 328件、そ
れらのプロジェクトに対するラオス側からの投資総額は 12 億ドルである。
（承認済み外国投資プロジェクトに関しては別添 1を参照）。 
 
 ここ数年、多数の大規模投資プロジェクト（その大半はインフラ整備プロ
ジェクト）が認可されてきた。しかし、資金面もしくは環境面での問題によ
り、実施が危ぶまれているプロジェクトも少なくない。近年のアジア経済危
機は、既に認可されたプロジェクトに対する資金調達を難しくするとともに、
外国投資の申請数自体も減少させることになった。特に ASEAN諸国からの
申請は著しく減少している。1998 年上半期における外国投資プロジェクト
承認はわずか 42件（許可額は 9,770万ドル）にとどまった。しかも、その
投資総額 97,732,300ドルのうちの 76.7％はタイ企業による 1件のプロジェ
クトによるものであった。 → Lao Railways Transportation （総投資額
7,500万ドル、ラオス側投資はそのうちの 25％） 
 
 ラオスへの最大の投資国はタイであり、以下、アメリカ、韓国と続く。認
可プロジェクトの約 3分の 1にタイの投資家が参加している。しかし、1996
年以降はアメリカからの投資額が全認可外国投資額の約 40％にまで増えて
おり、タイがラオスにとっての重要なパートナー国であることに変わりはな
いものの、その役割は実質的には低下してきている。タイの投資プロジェク
ト件数は、アメリカをはるかに上回っているが、これはタイのプロジェクト
の多くが小規模であることを示している。尚、国別外国投資状況については
別添２を参照されたい。 
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②産業分野別外国投資許可状況 
    投資額から見ると、エネルギー部門が投資総額の約 65％を吸収、外国投資
の最大の受皿となっている。ラオス国内には莫大な潜在的水力発電能力が存
在することもエネルギー部門への投資が増加する原因になっている。エネル
ギー関連ではかなりの件数のプロジェクトが認可されているが、環境及び資
金面での問題から先行きが不透明になっているプロジェクトも少なくない。 

    ホテル・観光業そして電気通信及び輸送部門への投資も外国投資の大きな
部分を占めている。ラオス政府は意欲的に電気通信開発計画を進めていると
ころで、この分野に対する外国資金誘致の必要は依然として高い。また 1999
‐2000年を｢ラオス観光年｣と定めたことも,ホテル・観光業への外国投資誘
致に大きな役割を果たしている。 

 
表表表表    １１１１    

産業分野
プロジェク
ト

件数（件）

全件数に対す
る 占率

投資額（ドル）
全投資額
に対する
占率

農業 74 10.4% 64,209,221 0.9%
繊維・衣料 77 10.8% 75,278,130 1.1%
製造業・手工業 124 17.5% 482,945,028 7.0%
木材加工 36 5.1% 165,522,632 2.4%
工業・石油 30 4.2% 130,992,764 1.9%
商業 107 15.1% 65,105,713 0.9%
ホテル・観光 34 4.8% 605,328,232 8.7%
銀行・保険 11 1.5% 73,800,000 1.1%
コンサルティング・サービス 30 4.2% 5,916,750 0.1%
その他のサービス 126 17.7% 54,174,054 0.8%
建設 38 5.4% 61,983,566 0.9%
運輸・電気通信 16 2.3% 637,655,997 9.2%
エネルギー 7 1.0% 4,500,820,000 65.0%
合計 710 100.0% 6,923,732,087 100.0%
合弁事業に対するラオス
側からの投資額

1,243,816,427

外国直接投資合計 5,679,915,660

出所： ＦＩＭＣ常設事務所

産業分野別外国直接投資許可状況産業分野別外国直接投資許可状況産業分野別外国直接投資許可状況産業分野別外国直接投資許可状況
（１９８８年～１９９８年６月）（１９８８年～１９９８年６月）（１９８８年～１９９８年６月）（１９８８年～１９９８年６月）
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全件数に対する占率

繊維・衣料
10.8%

製造業・手工業
17.5%

木材加工
5.1%

工業・石油
4.2%

商業
15.1%

ホテル・観光
4.8%

銀行・保険
1.5%

コンサルティング・
サービス

4.2%

その他のサービス
17.7%

建設
5.4%

運輸・電気通信
2.3%

エネルギー
1.0%

農業
10.4%

 

全投資額に対する占率

銀行・保険
1 .1%

ホテル・観光
8.7%

コンサルティング・
サービス

0.1%

農業
0.9%

製造業・手工業
7.0%

エネルギー
65.0%

繊維・衣料
1 .1%

その他の
サービス
1%

木材加工
2.4%

工業・石油
1 .9%

商業
0.9%

建設
0.9%

運輸・電気通信
9.2%

 
     製造業への外国投資は金額ベースではごく僅かな割合しか占めていない。        
製造業への投資の大半は、衣類や木工品といった製造工程が単純で、かつ      
小規模なプロジェクトに対するものである。 �98年上半期までで、衣料製造    
工場は 100％外資 40件、合弁 15件となっている。 

    外国投資管理委員会（FIMC）が 1996年 7月に実施した調査によると、認
可プロジェクトのうち、実行件数は 60％をわずかに上回るレベルとなって
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いる。しかし、件数上の実行率は低いものの、金額面での実行額は認可総額
の 92％と高い。これは中断しているプロジェクトのほとんどが小規模であ
ることを示している。 

表表表表    ２２２２    

外国投資許可プロジェクトの実行状外国投資許可プロジェクトの実行状外国投資許可プロジェクトの実行状外国投資許可プロジェクトの実行状況況況況    
   状態 プロジェクト 

件数 
総数に占める 
割合（％） 

投 資 額 
（単位：千ド

ル） 

総額に占める 
割合（％） 

通常操業 344  59.0 5,882,514  91.6 
何らかの問題

を抱えている  27  4.6  123,587   1.9 

実施不可能  70      12.0   52,215   0.8 
中止   5       0.9    9,781   0.2 
報告なし  84 14.4   46,780   0.7 
不明  53  9.1  306,165   4.8 
合計 583     100.0   6,421,042      100.0 
出所： FIMC常設事務所 
 

 調査対象全 583件のプロジェクトのうち、特にプロジェクト実行率が高か
ったのは、金融・保険及びエネルギー部門である。農業部門は、政府により
高い優先順位が認められているにもかかわらず、認可済みプロジェクトの 3
分の１をわずかに上回る程度しか実行されていない。木材加工や石油探査、
採鉱といったその他の天然資源関連事業も実行率が低い。採鉱プロジェクト
の場合、合計２８件が FIMCにより認可されたが、それらのプロジェクトで
操業段階に至ったのはわずか１５件であった。 
 
 繊維産業の場合も、60％とその実施率はかなり低い。これは、EUが 1996
年にラオス産の衣料品に対する GSP の適用を止めたことが原因である。ラ
オス国内には紡績や染色及び織物といった関連産業がなかったため、ラオス
の衣料品  メーカーは EU の定める原産地規定を満たすことが出来なかっ
た。このため、ラオスから EU に輸出される衣料品は 14％の輸入税の適用
対象とされ、バングラデシュやスリランカの製品と比べ、競争力が低下した。
尚、現在は GSP の適用は復活している。尚、産業部門別に見た外国投資許
可プロジェクトの実行状況については別添３を参照されたい。 

 
（２）貿易状況 
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 1980 年代末から 1990 年代初めにかけてラオスの外国貿易状況は大きく変
貌 した。(表 3‐1、3‐2参照) 。経済自由化の流れのなかで国内経済が順調
に拡大したこともあって貿易額は増大しつづけ、貿易収支は改善した。ただ
し、その間に輸出入の相手別・品目別構成が大きく変化した。 

 
表表表表    ３‐３‐３‐３‐1 1 1 1 相手国別貿易構成相手国別貿易構成相手国別貿易構成相手国別貿易構成    
A . 輸 出 (% )

1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6
タ イ 4 3 .0 3 1 .1 2 5 .7 2 6 .8 3 0 .2
ベ トナ ム 1 4 .3 9 .6 2 7 2 8 .2 4 9 .1
フ ラ ン ス 4 .7 5 .2 3 .4 3 .6 2 .6
イ ギ リ ス 0 .1 0 .0 0 .3 0 .3 2 .1
ア メ リ カ 3 .7 4 .4 1 .7 1 .7 0 .8
ロ シ ア 3 .7 3 .1 0 .3 0 .4 0 .2
中 国 8 .1 1 0 .6 2 .7 2 .8 0 .2
ド イ ツ 2 .3 3 .7 3 .9 4 .1 1 .5
台 湾 6 .8 4 .2 1 .5 1 .6 0 .4
日 本 4 .4 3 .7 1 .6 1 .7 0 .5
フ ィ ン ラ ン ド 0 .1 0 .8 0 .5 0 .5 0 .2
オ ラ ン ダ 1 .0 1 .5 1 .7 1 .7 0 .0
イ タ リ ア 0 .6 0 .8 0 .2 0 .3 0 .3
韓  国 0 .9 0 .8 0 .0 0 .0 0 .2
ベ ル ギ ー 0 .2 0 .2 0 .4 0 .4 0 .6
ノ ル ウ ェ ー 0 .1 0 .0 0 .2 0 .2 0 .6
シ ン ガ ポ ー ル 0 .0 0 .1 0 .0 0 .0 0 .2
そ の 他 6 .0 2 0 .2 2 8 .9 2 5 .7 1 0 .3
合 計合 計合 計合 計 1 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .0 1 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .0 1 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .0 1 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .0 1 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .01 0 0 .0
総 輸 出 額 （百 万 U S $ ） 1 6 2 .7 2 4 0 .5 3 0 0 .4 3 1 1 .2 3 2 0 .7
B . 輸 入 ( % )

1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6
タ イ 2 6 .1 3 8 .2 4 7 .9 4 8 .9 4 5 .0
日 本 1 5 .7 1 3 .0 8 .1 8 .3 7 .6
ベ ト ナ ム 4 .1 4 .6 4 .0 4 .1 3 .7
シ ン ガ ポ ー ル 1 6 .1 4 .4 2 .6 2 .7 2 .5
中 国 2 .7 4 .2 3 .6 3 .7 3 .4
フ ラ ン ス 1 . 2 1 . 5 1 . 0 1 .1 1 . 0
台 湾 1 . 4 1 .1 0 .8 0 .8 0 .8
ア メ リ カ 1 .1 1 . 0 0 .2 0 .3 0 .2
香 港 0 .9 1 . 0 1 . 2 1 . 3 1 . 2
ロ シ ア 0 .3 0 .6 0 .5 0 .5 0 .4
カ ン ボ ジ ア 0 .0 0 .7 0 .5 0 .5 0 .4
韓  国 0 .5 0 .5 0 .4 0 .4 0 .4
オ ー ス ト ラ リ ア 0 .3 0 .8 0 .1 0 .1 0 .1
デ ン マ ー ク 0 .2 0 .1 0 .1 0 .1 0 .1
マ カ オ 0 .5 0 .1 0 .1 0 .1 0 .1
パ キ ス タ ン 0 .2 0 .2 0 .1 0 .1 0 .1
そ の 他 2 8 .7 2 8 2 8 .8 2 7 .0 3 3 .0
合 計合 計合 計合 計 1 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 0 1 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 0 1 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 0 1 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 0 1 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 01 0 0 . 0
総 輸 入 額 （百 万 U S $ ） 2 6 5 .1 4 3 1 .9 5 6 4 .1 5 8 8 .8 6 8 9 .6
資 料 ：世 界 銀 行 提 供 資 料 よ り 作 成

 
1996年でみると、ラオスの主要貿易相手国は、輸出面ではベトナム(49.1%)、   
タイ(30.2%)とこの 2カ国だけで総輸出額の 8割を占めている。一方、輸入面    
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ではタイ 1国で 45.0%を占めている。続いて、日本(7.6%)、ベトナム(3.7%)、       
中国(3.4%)、シンガポール(2.5%)である。 

 
    表表表表    ３‐２３‐２３‐２３‐２    商品別貿易構成商品別貿易構成商品別貿易構成商品別貿易構成    

  

A. 輸出 (%)
1992 1993 1994 1995 1996

木製品注1 32.2 27.4 32.0 28.4 38.8
コーヒー 1.8 1.8 1.0 6.8 7.8
農産物 5.5 3.8 4.0 4.5 5.6

製造業品注2 22.2 15.8 12.1 14.0 8.7
衣料 20.6 20.4 19.4 24.6 20.0
オートバイ 0.0 15.0 15.4 5.7 3.9
車両再輸出 4.9 6.0 1.5 0.0 0.0
電力 12.8 8.1 8.3 7.7 9.3
金再輸出 0.0 1.7 6.3 7.0 4.7

石油系燃料
注3

0.0 0.0 0.0 0.1 0.1
その他 0.0 0.0 0.0 1.2 1.1
合計合計合計合計 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0
総輸出額（百万US$） 132.6 240.5 300.4 311.2 320.7  

 

  

B. 輸入 (%)
1992 1993 1994 1995 1996

機械設備 5.2 5.2 5.7 7.4 10.3
車両 6.3 6.4 4.4 6.1 10.4

石油系燃料注4 3.5 3.5 4.1 5.8 4.9
建設機械 11.2 11.2 12.1 13.4 14.7
衣料縫製業向け原料 8.4 8.4 9.1 11.3 10.2
オートバイ組み立て向け部品 6.3 6.3 6.1 2.3 1.7
車両再輸出向け輸入 2.5 3.4 0.8 0.0 0.0
金・銀 3.0 3.0 8.3 5.0 2.7
電力 0.6 0.6 0.4 0.5 0.4
消費財 53.0 52.0 49.0 48.2 44.7
合計合計合計合計 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0
総輸出額（百万US$） 265.1 431.9 564.1 588.8 689.6
注1： 材木のほか家具などの半製品や完成品を含む
注2： 衣料品・木製品を除く
注3： 外国運送会社が国内で給油したもの
注4： ラオスの輸送会社が外国で給油したものを含む  

    
 
 

輸出に占める商品別の割合では木製品が最も多く、全輸出の 39%(1996 年)
を占めている。同時に木材のロイヤリテイーは租税収入の 16%(1996 年度予
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算)を占めており、林業はラオスの重要な産業となっている。 
図図図図    3333    

輸出木製品の内訳

0

20

40

60

80

100

120

140

1992 1993 1994 1995 1996

[百万US$]

その他

合板

製材

丸太

 
 木製品の内訳は、丸太、製材、合板、家具などの半製品及び完成品などであ
る。ラオスでは、1994年 10月の｢商業伐採の管理運営に関する特別令｣及び
｢首相特別令に関する実施奨励｣により、商業伐採件を 3 つの公社に限定して
いる。それ以外の商業伐採は原則禁止され、森林計画が作成されている箇所
及びダム水没予定地においてのみ、伐採が認められている注。また、1996 年
11月の森林法により原木輸出が原則として禁止された。さらに、森林面積は
焼畑農業の影響により、急激に減少している。1940 年代には国土の 70%を
占めていた森林面積は、50年後の 1993年には 46%にまで減少した。(図 4 参
照) 
このような状況から考えると、主力輸出商品である木製品は、中長期的には
頭打ちもしくは減少傾向になることが予想される。 



 34

図図図図    ４４４４    

資料： Ministry of Agriculture and Forestry, 在ラオス日本大使館 [1997]
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 伝統的に外貨獲得資源として重要な木材と電力に加え、近年、輸出増大傾向
が  著しい品目はベトナム向けを中心としたオートバイと欧米向けの衣料品
である。木材、電力と共に輸出増大と貿易収支改善に大きく貢献しているが、
これらはいずれもタイからの機械・原材料輸入急増の要因となっている。機
械・原材料以外に輸入面で指摘しておくべきなのは、食料輸入と日用雑貨品
を含む消費財のシェアが大きいことである。現時点ではラオスは食糧自給を
確立していない。また、工業生産基盤が脆弱で日用雑貨品に  ついてもタイ
からの輸入に大きく依存しているためである。したがい、改善されてきた貿
易収支も近年また不均衡が目立ってきている。（図 5参照） 

 
注： 実態は定かではないが、ダム建設の目途がないのに伐採を目的として建設計画のみを作成する
ケースも存在するなどの噂もあり、森林伐採については不透明な部分が存在する。 
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図図図図    5555    

出所： ラオス政府資料より
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３．物流 
（１）運輸インフラ状況 

 運輸インフラは 80 年代後半から海外援助を中心とした本格的な開発が始
まり、公共投資計画においても高い資金配分を占めてきた。ラオスの運輸セ
クタ－に おいては貨物・旅客ともに道路が最も重要であり、90 年代後半に
到り基幹道である国道の整備・リハビリが終了しつつある。経済開発のため
の最低限の基盤が整えられたといえるが、それらの劣化を防止する維持管理
体制の整備やフィーダー道路の整備なくしては市場圏の形成は難しい。 
 また、通信部門は国内の南北の基幹通信ネットワークが完成し、デジタル
化も達成されるに到ったが、電話普及率は極めて低く(98年時点で 100人当
り 1.4 台)電話局についても主要都市での整備に目途がついてきたに過ぎな
い。今後は地方都市、農村への普及を図っていかねばならない。国際通信の
アクセスも課題である。また両部門において民間部門の参入も進行している。 
 

（２）東西回廊を中心とした物流現況 
 東西回廊の基幹となる国道 9号線は補修工事がまだなされておらず、路面
の状況が非常に悪いため、サバナケット中心地のカンタブリー地区(タイ国
境附近)からデンサワン(ベトナム国境)まで現状 6～7時間を要す。 
 現在このルートを利用したタイ、ラオス、ベトナム 3国の物流は以下の通
りとなっている。 
 
① 原木、セメント用石灰岩 

 
 
 

② 原木、炭、ラオス綿を使った縫製品(縫製は中国) 
 
 
 
 

③ 二輪 IKD、ラオスで組み立てられた扇風機、炊飯器、TV 
     など家電製品 

 
 

④    洋服など縫製品 
 

  ラオス  ベトナム 

  ラオス    タイ 

   タイ  ベトナム 

   タイ   ラオス 
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⑤ 塩、鉄骨、ガソリン、セメント 
 
 
 

⑥       ※ にんにく 
 
 

※ ベトナムから輸入し、メコン川沿いの家々で手作業に 
            より皮を取り、一粒一粒に分離し、袋詰めの後タイへ 
            密輸されている。低価格高品質。 
 

 ベトナム側国境では原木を積んだトラックが多数国境越えのための通関
手続を待っており、効率的な通関手続きが今後必要である。また、双方の国
境から 25ｋｍ以内を自由貿易地区とする合意がベトナムとの間でなされて
いるとのことで天秤棒を担いだベトナムの行商人が通関待ちのトラックに
飲料・食料を売り歩いているのが多数見受けられた。但し、正式な合意文章
はないとのことである。 

 
（３）物流に関する改善点・問題点 

① 税関施設・業務の改善 → 特にベトナム国境の税関施設の拡充、税関職
員の増員及び質の向上が早急に求められる 

②  通関・運送業者の力が脆弱 → 国際レベルにある運送業者がおらず、      
いずれも小規模 

③  国際運送上の制約 → ラオスからのトラックがタイ・ベトナムをその
まま通行できず、荷物をタイ・ベトナムのトラックに積み替えさせられ
る。   特にタイでは、特定の会社 (チャチャイ元首相の運送会社) に
積み替えが強制され運賃が 30％ほど高い状況。 

 
 以上から考察して、税関職員の訓練・育成と併せ、通関・保税倉庫・トラックタ
ーミナルなど基本的な物流機能を持った設備が先ず必要であると共に、例えばタ
イ・ラオス・ベトナム 3国共同出資による運送会社を設立し、通関手数料・運送料
をラオスが確実に外貨で稼げる仕組みを検討する必要がある。また、3国間対話に
よる規制緩和も必要であろう。 
 
 

 ベトナム   ラオス 

 ベトナム    タイ 
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４．今後の発展方向性、本格調査への提言 
（１）ラオスの比較優位構造と開発のボトルネック 

 周囲を五つの国に囲まれた陸封国ラオスは外洋を持たないという地形的
特徴のために、長らく開発の勢いに乗ることができなかったが、そのマイナ
ス面だけでなくプラス面もまた経済構造を調査する上で同時に評価されな
ければならない。ラオスの経済構造は、メコン川の北側に位置し、多くの山
岳から形成される地形的特徴にかなりの程度影響を受けている。南西モンス
ーンは、メコン川下流域を形成する低平原のベトナム、カンボジアと、中流
域右岸に広がるタイ東北部のなだらかなコラート高原を通過した後、ラオス
山岳の側面に衝突し、そこで雲を生成し雨季の豊かな降雨をもたらす。した
がって、メコン川の水量はラオス側流域からの貢献度が極めて大きいのであ
る。こうした点を考慮に入れて、ラオス経済を観てみると、 
 
① 森林資源と環境破壊森林資源と環境破壊森林資源と環境破壊森林資源と環境破壊 → 森林資源が豊富に賦存するが、毎年国土の 1％に
当る森林が焼失している。持続可能な発展のために森林の厳格な管理が必
要とされている。森林破壊の元凶は焼畑農業（50％）とそれに伴う山火
事（３５％）であり、合法的商業伐採（１０％）や不法伐採（５％）は統
計的割合としては大きくない。 

② 無尽蔵な包蔵水量無尽蔵な包蔵水量無尽蔵な包蔵水量無尽蔵な包蔵水量 → ほぼ無尽蔵といわれる包蔵水量のゆえに、水力発
電に比較優位を持つ。人口の希薄なラオスでは住民の移転問題は諸外国と
比べて相対的に深刻ではないが、野生動植物など環境に対する悪影響は回
避できない。現状、タイへの売電は重要な輸出収入となっているが、電力
に対する国内需要の伸びも著しく、今後新たなダム建設なくしては輸出か
内需のどちらかを削減しなくてはならない。 

③ 内需矮小内需矮小内需矮小内需矮小 → 矮小な需要条件のため、輸入代替産業の育成においても規模
の経済が働かず、木材加工など初歩的な軽工業がわずかにあるだけである。
しかし、近年タイなど外国企業の進出による繊維製品の輸出が好調となっ
てきている。 

④ 輸出のための外国港の借用輸出のための外国港の借用輸出のための外国港の借用輸出のための外国港の借用 → カンボジアの手前にあるコーンの滝によ
り外洋へのアクセスが遮断されるため、ラオスはメコン川を利用する方法
での第三国への貿易は出来ない。従って、ベトナム（ダナン港）やタイ（ク
ロントイ港）の港を借用して国際貿易を行なわなくてはならないため、通
過国の国内問題や政治問題の影響を受けやすい。 

⑤ 未整備なインフラストラクチャー未整備なインフラストラクチャー未整備なインフラストラクチャー未整備なインフラストラクチャー    → 道路、通信、電力、水道、教育、
公衆衛生など国内のハード面とソフト面のインフラストラクチャーはか
なり未整備なため、国内産業の育成や外国企業の誘致に大きなボトルネッ
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クとなっていると同時に、高くつく輸送費と輸送時間がラオスの国際競争
力を喪失させている。この結果、輸出促進産業の育成が阻まれている。 

⑥ 天然資源天然資源天然資源天然資源 → 国内に豊富な天然資源が賦存しているといわれながらも、国
内採取地と消費地とを結ぶ輸送インフラストラクチャーの建設に莫大な
投資が必要なため、資源の採掘を商業ベースに乗せることが難しい。 

⑦ 産業構造産業構造産業構造産業構造    → 就業人口の 8割を占める農林業がGDPの約 6割を産出する
という初期農業経済国の典型的な産業構造を形成している。 工業部門の
産出はわずか２割弱、商業部門は２割強のシェアを有するに過ぎない。 

⑧ 雨乞い経済雨乞い経済雨乞い経済雨乞い経済    → 旱魃などの天候の異変による降雨量の減少は、天水農業に  
多大な被害を与えると共に、貴重な外貨収入をもたらすナムグム・ダムの
発電量を減少させ、ラオスの経済成長に多大なマイナスの影響をもたらす。
1988 年の実質 GDP 成長率は、旱魃の影響によりマイナス 2.1%、1989
年は天候が順調に推移し 14.3%、93 年は 5.9％の成長を記録した。天候
が順調であれば、天水農業は低コストな生産上の比較優位を持つ（表 4）。
その反面、現在の低い農産物価格では、施肥や灌漑化などの投入コストを
カバーできない。 

 
表表表表    ４４４４    

立地 特      徴 産      業
  豊富な降水量   比較優位産業
  人口希薄       天水農業、牧畜
  低賃金       木材加工産業
  小資本       水力発電

      繊維・縫製産業
      輸出入業、商店経営等の商業

  内陸的地形   比較劣位産業
  矮小な需要条件       輸入代替産業
  規模の経済が働かない       輸出促進産業
  インフラ未整備       商業ベースの天然資源採掘困難
  輸出価格競争力の喪失

ラオスの立地条件と比較優位・劣位産業

立
地
優
位

立
地
劣
位

 
（２) 外国企業の誘致 
 ラオスの産業構造はその内陸的立地条件により大きく影響を受けているが、
社会主義的指令経済から市場経済化への転換を急ピッチで進めているラオスに
とって、資金不足、技術不足、人的資源の不足はいずれも経済発展の深刻なボ
トルネックとして立ちはだかっているようである。ラオスはこれを｢新経済メカ
ニズム｣という経済改革を基本に抜本的に乗りきろうとしているが、これだけで
は十分ではあり得ず、外国 企業の誘致と外国援助によって、その不足分を補う
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戦略を取っている。 
 
 資本家層や経営者層が十分に育っていないラオスでは、資本だけにとどまら
ず優れた技術と経営資源をまとめてもたらしてくれる外国企業は、この点で大
変魅力的な存在である。このため外国企業が進出しやすい投資環境を総合的に
整備していくことが政府の重要な任務である。良好な投資環境とは、道路や通
信、電力といったハード面のインフラだけでなく、政治的な安定性や法整備と
いったソフト面のインフラも当然含まれる。 
 
進出外国企業のミクロ経済的見地からすれば、 
① 企業の非国有化などの資産面の保障 
② 事業計画、価格決定、賃金などに対する政府の不介入 
③ 外国への利潤送金の自由 
が保証されていれば、外国投資法の必要不可欠な条件を満たしていると言える。
そしてラオスの外国投資法もまた基本的にこれらの必要条件を満たすものであ
る。しかし、外国企業が受入国に最も要望するものは、利潤税減免などの小手
先の租税措置ではなく、政策の一貫性及び受入国の政治的・経済的に安定した
良好の投資環境である。政府は、道路・橋梁・送配電網・上下水道、教育・公
衆衛生などハード面とソフト面のインフラストラクチャーの整備に努力するこ
とにより、内外の企業の活動を側面支援していく必要がある。 

  
（３）今後の発展方向性 

   以上観てきた通り、人口希薄な山岳の陸封国ラオスは数々のボトルネック
に苦しみながら、経済改革と経済開発に取り組んでいる。その意味で今回
の経済特別区の方向性を早急に定め、ラオスが確実に外貨を獲得できる仕
組み作りを急ぐ必要がある。しかし、その発展の将来像をシンガポールや
タイといった NIESや ASEAN諸国型の発展の姿に求めることは賢明でな
いし、また日本や欧米諸国をモデルにすることも現実的ではないと思われ
る。就業人口の 8割を占める農林業が GDPのおよそ６割を産出するという
産業構造において、一足飛びの工業化は不可能である。東西回廊・第二メ
コン橋が完成する２００３年をひとつのターゲット・イアーとして、本格
調査において適切な外資誘致、産業振興を検討の上、SEZ 開発計画を立案
して行くべきである。 
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（４）本格調査への提言 

①①①①    人口が約６００万人と少なく、輸入代替産業が育ちにくい弱点を持って
いる。したがって、タイやベトナムとの敵対を避け、相互補完的な産業、
タイ・ベトナムにはない隙間的な産業の強化・育成についても検討すべ
きである。 

②②②②    東西回廊を有効利用し、外貨を確実に稼ぐためには、物流基地が先ず必
要である。物流基地に求められる機能としては、トラックターミナル、
倉庫（一般、冷凍、冷蔵）、梱包・仕分け、通関施設、免税店、ホテル、
レストラン、レクレーション施設、銀行、市場（マーケット）などであ
ろう。 

③③③③    優秀で意欲のあるラオス人の事業家も多く、設備投資のマネ－需要は旺
盛。にも拘わらず、金利の高い商業銀行からしか現状借り入れる手段が
ない。また、協同組合も存在しないため、個々の事業家の資金力やマー
ケット力に頼ったビジネスが行なわれている。有望なビジネスへの積極
的な支援と共に協同組合の設立も今後検討する必要があろう。 

④④④④    倉庫需要が特に対ベトナム取引で旺盛にもかかわらず、国道９号線上で
は 絶対数が不足している。将来的には家電製品やバイクの組み立て加工
による輸出を目指すにしても、短期的には全くの中継貿易地点として受
注出荷に対応する倉庫の設置・システムの構築が外貨獲得に有効であろ
う。 

⑤⑤⑤⑤    アグロ・インダストリー化への方向性を念頭に置くと、農産物そのもの
にはタイは高関税を課しているので、ケチャップなどの製品をタイの半
分のコストで済む労働力を利用して製造するのも一案。この場合もタイ
との競合を避け、国内で足りない労働力に対しタイの協力を仰ぐ、技術
移転を求めるなどの協調姿勢が必要であろう。 

⑥⑥⑥⑥    将来的な工業発展に有効な産業は巨大なインフラ設備を必要としない電
気製品やオートバイの組み立て、縫製などの軽工業が有望な対象となろ
う。 

⑦⑦⑦⑦    東西回廊・第２メコン橋の完成（２００３年予定）、関税引き下げ実施
年（２００８年）までに残された課題は多いが、経済特別区の方向性を
早急に定め、設置に動くにしても時間の猶予はあまりない。したがい、
ラオス側と十分に対話を行ないながら、現実的なプランを提案して行く
べきであろう。活発化する交通・物流を有効に活かし、確実に外貨が稼
げる仕組みを検討し、地域産業振興に資する SEZ計画を策定することが
期待される。 






















































































	表紙
	目次
	I.. 調査概要
	１．要請の背景・経緯
	２．予備調査目的・結果概要
	３．調査期間・日程
	４．調査団員構成
	５．主要面談者

	II.. 調査結果
	１．実施細則に関する合意
	２．調査内容に係る協議
	３．調査実施体制
	４．本格調査実施における留意事項等
	５．今後の予定

	III.. ラオス国／サバナケット地域の関連政策・計画
	１．SEZ開発関連政策
	２．ラオス国のSEZ開発に関連する行政機関
	３．ラオス国のSEZ開発に関連する法制度
	４．サバナケット地域におけるSEZ開発関連計画及び立地環境
	５．SEZ開発の方向性

	Ⅳ. ラオス国／サバナケット地域の工業セクター・投資／貿易の状況
	１．工業セクターの現状
	２．投資・貿易状況
	３．物流
	４．今後の発展方向性、本格調査への提言

	V. 訪問機関面談結果
	１．政府関係機関面談記録
	２．民間・業界団体面談記録
	３．日本関係機関、他ドナー面談記録

	別添：実施細則、協議議事録

